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事務事業マネジメントシート

★事務事業の概要（ＰＬＡＮ）

【事業の内容】

【業務の流れ】

【主な予算費目】

【意見や要望】

１　現状把握の部（ＤＯ、ＰＬＡＮ）
(1)事務事業の目的と指標
①手段(主な活動)

① 活動指標(事務事業の活動量を表す指標)

⇒
ア

イ

(単位)

②対象(誰、何を対象にしているのか) ＊人や自然資源等

③意図(この事業によって、対象をどう変えるのか)

(単位)

(単位)

ア

イ

ア

イ

⇒

⇒

②対象指標(対象の大きさを表す指標)

③成果指標(意図の達成度を表す指標)

(2)各指標･総事業費
   の推移

ア

イ

ア

イ

ア

イ

① 活動指標

② 対象指標

③ 成果指標

単位
実績(決算) 実績(決算) 目標(当初予算) 実績(決算) 予定 見込目標(当初予算)

投

事
財

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

繰入金

一般財源

源
内

訳業

費 （Ａ）事業費計

(A)のうち指定経費

(A)のうち時間外､特勤

入

量

人
件
費

トータルコスト(A)＋(B)

正規職員従事人数

延べ業務時間

(B)人件費計

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

人

時間

総トータルコスト

ﾏﾆﾌｪｽﾄ
関連

全庁横断
課題関連

集中改革
ﾌﾟﾗﾝ関連

（開始年度　　　　　　年度）
（　　　　　～　　　　年度）

市志合

新規・拡充区分

予算の主な増減の理由

法令

見込

全体計画

26年度

30

4,488

8.8

40

40

80

0

0

4

370

1,474

1,554

27年度

25

4,423

9.4

24

24

48

0

0

4

318

1,180

1,228

28年度

50

4,423

12.1

180

180

360

0

0

3

420

1,673

2,033

28年度

99

4,324

11.6

670

670

1,340

0

0

2

350

0

1,340

29年度

70

4,324

13.5

1,160

1,160

2,320

0

0

3

350

1,394

3,714

30年度

50

4,273

14.6

1,160

1,160

2,320

0

0

3

350

1,394

3,714

31年度

50

4,223

15.7

1,160

1,160

2,320

0

0

3

350

1,394

3,714

(平成28年度実績と平成29年度計画) 平 成 2 9 年  7 月 2 7 日 更 新

建築物耐震対策事業

   4 生活環境の健康 事業部 岩男　竜彦

  15 防災対策の推進 都市計画課 松岡　巧晃

  48 災害予防対策 建築住宅班 2233

建築物の耐震改修の促進に関する法律 ①
一般   8   4   5    11344 ⑫

単年度のみ 単年度繰返
28年度で終了 28年度から開始

期間限定複数年度 21 31

　平成7年1月に発生した阪神・淡路大震災に続き、平成16年10月発生の新潟県中越地震、平成17年3月発生の福岡県西方沖地震と大きな地震が頻発し
たことから、近年急速に大きな地震についての認識が高まってきています。
　このようなことから、計画的な耐震化の推進などのため、平成17年11月に「建築物の耐震改修の促進に関する法律」が改正され（平成18年1月施行
）、各公共団体においても計画的な耐震化を進めるための「耐震改修促進計画」を策定することとなっており、それに伴い当市においても平成20年3
月に「合志市建築物耐震改修促進計画」を策定し、昭和56年5月31日以前に着工した建築物及び緊急輸送道路の沿道に立地する建築物に対し、診断費
用と要綱に定める基準額のいずれか少ない額の1/3ずつを国と市で補助（緊急輸送道路沿道建築物においては、市に対し県より1/6の補助あり）する事
業と、平成25年度より耐震改修工事の一部を助成（工事費×23％、その1/2は国の補助）する事業です。
　建築物の耐震化については、国家的喫緊の課題であり、当市においても対象建築物の建替えも含め耐震化率を90％と目標設定しています。
　また平成23年3月に未曾有の複合型災害として甚大な被害をもたらした東日本大震災が発生したことから、今後地震に対する意識が高まってくるこ
とが考えられます。

【耐震診断】
補助金交付申請　⇒　建築士事務所協会と耐震診断業務提携　⇒　広報、ホームページによる募集　⇒　申請受付　⇒　補助金交付決定　⇒　耐震診断　⇒　完了実
績報告　⇒　補助金交付　　
【耐震改修】
改修助成金申請　⇒　広報、ホームページによる募集　⇒　申請受付　⇒　補助金交付決定　⇒　耐震改修　⇒　完了実績報告　⇒　補助金交付
・対象建築物の建替え建築確認の受付

耐震対策事業費　負担金補助及び交付金

特になし

28年度実績(28年度に行った主な活動) (DO) 29年度計画(次年度に計画している主な活動)(PLAN)
建築市事務所協会と耐震診断業務の提携、ホームページ及び広報による
募集を行う
28年度：耐震診断実績　17　件
　　　　対象建築物の建替え　82　件

耐震診断予定　3件
耐震改修助成予定　15件
対象建築物の建替え　52　件

事業開始から昨年度までの実績による減耐震対策実施件数（建替えを含む） 件

市内全域で、昭和56年5月31日以前に着工した住宅を所有する者及び緊
急輸送道路沿道の建築物を所有する者及び集会所を管理する者

昭和56年5月31日以前に着工し、現存する建築物の棟数 棟

本事業の実施により、建築物の耐震化を進める。 期間中対象建築物のうち耐震化を行った建築物の割合 ％

＊③成果指標設定の理由と29年度目標値設定の根拠

建築物の耐震化の促進を図るため。建築物の耐震化促進計画に基づき設定している。
～31年度

12,104

件

棟

％



事務事業名 所属部 所属課

２　評価の部（ＣＨＥＣＫ）

目
標
達
成
度
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

役
割
分
担
評
価

③成果の向上余地

④類似事業との統廃合・連携の可
能性

⑤事業費の削減余地

⑥人件費（延べ業務時間）の削減

余地

⑦受益機会・費用負担の適正化余
地

⑧行政の役割分担の適正化

３　評価結果の総括（ＣＨＥＣＫ）　

４　今後の方向性（事務事業担当課案）（ＡＣＴＩＯＮ）
（1）今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可

（3）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

（2）改革・改善による期待成果

コスト

削減 維持 増加

向上

維持

低下

成
果

市志合

（廃止・休止の場合は記入不要）

（具体的な手段、事務事業）

建築物耐震対策事業 事業部 都市計画課

＊原則は28年度の事後評価、ただし複数年度事業は28年度実績を踏まえての途中評価

達成した 達成しなかった　 ⇒【原因

市民の地震への関心が低いことと、古くなった建物を耐震診断をして改修を行うよりは
建替を選択する方が多くなっているが、建替えには相応の費用が発生するため、達成す
る見込みは低い。

①28年度目標達成度評価

目標達成見込みあり⇒【理由 目標達成は厳しい ⇒【理由と対策

市民の地震への意識の向上につながれば達成見込みがある。
②29年度目標達成見込み

向上余地がある　　⇒【理由 向上余地がない　 ⇒【理由

地震への意識の向上を図れば成果向上の余地はある。

他に手段がある 他に手段がない　 ⇒【理由
統廃合・連携ができる　 ⇒【理由
統廃合・連携ができない ⇒【理由

類似事業はない。

削減余地がある　　⇒【理由 削減余地がない　 ⇒【理由

国の補助事業で、最小限の事業費しか計上していないため経費の削減余地はない。

削減余地がある　　⇒【理由 削減余地がない　 ⇒【理由

最小限の人員で行なっているので削減余地はない。

見直し余地がある　⇒【理由 公平・公正である ⇒【理由

昭和56年以前に建築された建物を所有されている方全てが対象となるため公平である。

見直し余地がある　⇒【理由 役割分担は適正である ⇒【理由

国の補助事業であり、市が行う事業であるてま適正である。

平成21年度より開始した事業であるがＨ28年に熊本地震等も発生があったので、市民への耐震への啓発の工夫や、事業を拡
充の必要がある。

廃止 休止 目的再設定 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善
事業のやり方改善（効率性改善 事業のやり方改善（公平性改善
現状維持（従来通りで特に改革改善をしない

地震への意識の向上を図れば成果向上の余地はある。

○


